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１．はじめに 

宿毛市では、児童生徒数の減少に伴う学校の規模・配置の適正化や安心・安全

な教育施設の整備などといった喫緊の課題を解決し、子どもたちにより良い教

育環境を提供することを目的として、その時代に応じた「宿毛市立小中学校再編

計画」を策定し、学校再編に取り組んできました。 

特に令和２年２月には、今後発生が予測される南海トラフ大地震への対応や、

義務教育の９年間を見通した系統的な教育活動により教育効果の向上を目指す

小中一貫教育を推進する観点から、再編計画の見直しを行いました。 

この再編計画に基づき、宿毛小中学校の建設、松田川小学校、橋上小学校、橋

上中学校の閉校、西地区学校の適地調査、基本計画の策定を行ってきました。 

しかしながら、策定以降、本市の出生数は、予測を上回るペースで急激に減少

したうえ、西地区学校建設についても、適地は決定したものの建設には想定以上

の事業期間と多額な事業費が必要なことが判明し、事業実施そのものの再検討

が必要な状況となっています。 

このことから現在の状況にあった再編計画へと見直す必要があると判断し、

市民アンケートや地元説明会、パブリックコメントを行い、市民の皆様より意見

をいただきながら再編計画の見直しを行いました。 

本市では今後も少子化が進行していくことが想定される中で、宿毛の子ども

たちが継続的に学べる学校を維持するため、子どもたちの教育の質と安全の確

保に主眼を置き、以下の基本方針に基づき、より良い学校づくりに取り組んで参

ります。 

　つきましては、市民の皆様はじめ関係の皆様のより一層のご理解とご協力を

賜りますようお願い申し上げます。 
 

挨 拶 文 掲 載 予 定
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２．これまでの学校再編の取組 

（１）平成１９年１１月「宿毛市立小中学校再編計画」を策定 
①策定の背景 

昭和３６年をピークに少子化が進み、ピーク時の２９％にまで減少

するなど、学校の適正規模、適正配置が深刻な課題になっており、

教育施設についても、老朽化の進行や耐震の確保を課題とする施設

が多い状況であった。このため、教育審議会において審議いただき、

その答申を踏まえて宿毛市立小中学校再編計画を策定した。 
②計画概要 

ア　小学校　１１校を５校に再編 
栄喜、小筑紫、田の浦を１校に統合、 
大島、宿毛、松田川、橋上を１校に統合 
山奈、平田を１校に統合 
咸陽、沖の島は継続 

イ　中学校　平成２７年度を目途に市内１校に統合（沖の島を除く） 
③計画に基づく取組 

・平成２２年４月に小筑紫小学校と田の浦小学校を統合 
 
（２）平成２２年５月新たな「宿毛市立小中学校再編計画」を策定 

①策定の背景 
平成１９年１１月に策定した再編計画を公表後、市民や関係者から

「中学校を１校にするのは時期尚早である」「小学校については、最

低限地域性を考慮すべきである」などの意見、提言を多くいただい

た。 
また、前再編計画では財政的な要因等により統合及び改築を行う予

定であった大島小学校について、国の経済対策等により耐震化を行

うことが可能になるなど、前再編計画策定時とは状況が変化するな

かで、改めて教育審議会において審議いただき、さらに、住民、保

護者及び地区長を対象とした教育懇談会を開催するなかでいただい

た意見や提言を踏まえて新たな再編計画を策定した。 
②計画概要 

ア　小学校　１１校を７校に再編 
橋上小学校は橋上中学校へ移転し存続 
栄喜、小筑紫を統合 
宿毛、松田川を統合 
山奈、平田を統合 
大島、咸陽、沖の島は継続 
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イ　中学校　６校を５校に再編 
宿毛、橋上を統合 
小筑紫、片島、宿毛、東は継続 
（沖の島中学校は、この時点では生徒０人で休校中） 

③計画に基づく取組 
・平成２３年４月に小筑紫小学校と栄喜小学校を統合 

 
（３）平成２６年２月新たな「宿毛市立小中学校再編計画」を策定 

①策定の背景 
東北地方を中心とした東日本大震災が発生し、教育現場でも多くの

犠牲者を出した惨状を目のあたりにし、何よりも大切な子どもたち

に安全・安心な教育環境を確保できるよう本市の小中学校の再編に

ついて協議し、未耐震施設の耐震化と、中・長期的には津波浸水が

予測される学校の高台移転に必要な用地の確保状況をふまえた再編

に取り組むとして、新たな再編計画を策定した。 
②計画概要 

ア　小学校　９校を８校に再編 
宿毛、松田川を統合 
大島、咸陽、山奈、平田、橋上、小筑紫、沖の島は継続 

 
イ　中学校　６校を５校に再編 

宿毛、橋上を統合 
小筑紫、片島、宿毛、東は継続 
（沖の島中学校は、この時点では生徒０人で休校中） 

③計画に基づく取組 
・宿毛小学校の高台移転が検討されたが、近隣に高台用地が確保で

きなかったことから、現在の宿毛小学校、宿毛中学校用地へ津波を

想定した学校施設を建設する方針を決定。 
 
（４）令和２年２月新たな「宿毛市立小中学校再編計画」を策定 

①策定の背景 
南海トラフ大地震への対応や、義務教育の９年間を見通した系統的

な教育活動により教育効果を高める小中一貫教育を推進する観点か

ら協議を行い、（１）学校及び学級の適正規模及び適正配置（小学校、

中学校とも２０人程度の単式クラスを基本とする）（２）津波浸水が

予想される学校の高台移転、（３）小中一貫教育を推進するための小

中一体型施設の検討を柱に、新たな再編計画を策定した。 
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②計画概要 
ア　小学校　９校を５校に再編 

山奈、平田の統合 
宿毛・松田川・橋上の統合 
咸陽・大島の統合 
小筑紫、沖の島は継続 

イ　中学校　６校を５校に再編 
宿毛、橋上を統合 
小筑紫、片島、東、沖の島は継続 
＊西部ゾーン及び東部ゾーンの学校は小中一貫教育を目指し

た小学校・中学校の一体型校舎の建設を検討する。 
③計画に基づく取組　　　　　　　　　　 

・令和３年４月に宿毛小学校、宿毛中学校の新校舎の供用を開始し、

宿毛小学校と松田川小学校を統合。 
・令和６年４月に宿毛小学校と橋上小学校を統合、同じく宿毛中学

校と橋上中学校を統合。 
・咸陽小学校、大島小学校、片島中学校の高台移転に向け、令和３

年度に適地調査を実施。 
・令和４年度には希望ヶ丘にある市役所東側の市の所有する山林を

適地と定める。 
・令和５、６年にかけて西地区学校建設事業基本計画を策定。 
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３．宿毛市の小中学校の現状及び将来推計 

（１）宿毛市の児童生徒数 
宿毛市の児童生徒数は、昭和３０年代にピークを迎え、昭和３６年には児

童生徒数約６，９００人、学校数は３２校でしたが、その後、社会状況の変

化など様々な要因で減少が続き、令和７年の児童生徒数は１，１４２人、学

校数は１２校となっています。 
また、出生数についても、平成１０年度の２３９人から減少傾向にあり、

令和６年度には６４人となっています。現在の１学級の人数は３５人ですの

で、直近の出生数では宿毛市全体でみても１学年２学級となります。 
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（２）児童生徒数の現状と推移 
現在の各学校の児童生徒数と令和７年５月時点の住民基本台帳に基づく児

童生徒数の推移は別添資料に示すとおりです。 
宿毛市全体の児童生徒数の推移は、令和７年度の１，１４２人から減少が続

き、令和１３年度（令和６年度生まれのお子さんが小学校１年生となる年度）

には８１５人となります。 
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（３）学校施設の状況 
多くの学校施設は、昭和４０年代後半から５０年代に建設されており、ほとん

どの学校が築後４０年以上を経過しています。そのため、修繕を必要とする箇所

も年々増えてきています。 
 

 

 学校名 種類 名称等 建築年月 築年数 備考

 小筑紫小学校 校舎 H22. 3 16

 体育館 H23. 3 15 中学校と共用

 沖の島小学校 校舎 S52. 3 49

 咸陽小学校 校舎 南舎 S43. 3 58

 校舎 北舎 S58. 3 43

 体育館 H6 . 3 32

 大島小学校 校舎 S45. 3 56

 校舎 H14. 2 24

 体育館 S48. 9 52

 宿毛小学校 校舎 R3 . 3 5

 体育館 H30. 8 7

 平田小学校 校舎 S55. 8 45

 校舎 新館 S60. 1 41

 体育館 S57. 3 44

 山奈小学校 校舎 S48.12 52

 体育館 S63. 3 38

 (山奈小学校・東中学

校芳奈分室)
校舎 H15. 3 23

けんみん病院院内学級

 小筑紫中学校 校舎 S56. 8 44

 沖の島中学校 校舎 S52. 3 49

 体育館 S53. 2 48 小学校と共用

 片島中学校 校舎 S44. 3 57

 校舎 技術棟 H1 . 3 37

 体育館 S48.10 52

 宿毛中学校 校舎 R 3. 3 5

 校舎 技術棟 S63. 3 38

 体育館 H7 . 3 31

 東中学校 校舎 S40. 3 61 H3 年度大規模改修

 体育館 S43. 3 58
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４．基本的な考え方 

　小中学校の再編に関しては、以下の基本方針に基づき推進します。 
 
（１）学校及び学級の適正規模及び適正配置について 
　教育の質を維持・向上させ、児童生徒にとってより良い教育環境を確保するた

めには、学校規模の適正化と学校の適正配置を一体的に推進することが必要で

す。具体的には、通学区域の変更と学校の統廃合が挙げられますが、通学区域の

変更のみによって学校の規模を調整することは極めて困難であると考えていま

す。したがって、学校の適正規模と適正配置を効果的に実現していくためには、

統廃合を中心とした対応が望ましいと考えています。 

　義務教育諸学校施設費国庫負担法施行令では、適正な学校規模の条件として、

「学級数が、小学校及び中学校にあっては１２学級から１８学級までであるこ

と、通学距離は、小学校はおおむね４km 以内、中学校にあっては６km 以内であ

ること」とされています。 

 

文部科学省が平成２７年１月２７日に公表した「公立小学校・中学校の適正規

模・適正配置等に関する手引」では、学校の適正規模は、学級数・教職員数が少

ないことによる学校運営上の課題と、その学校運営上の課題が児童生徒に与え

る影響を整理する中で、望ましい学級数を考えた場合、小学校では、まず複式学

級を解消するために少なくとも１学年１学級以上であることが必要である。ま

た、中学校についても、全学年でクラス替えや学級を超えた集団編成を可能とし

たり、同学年で複数の教員を配置するためには、少なくとも１学年２学級以上が

必要となると記載されています。 

学校の適正配置（通学条件）については、文部科学省の定める、通学距離が小

学校でおおむね４ｋｍ以内、中学校ではおおむね６ｋｍ以内は徒歩や自転車に

よる通学距離としては妥当としていますが、適切な交通手段が確保でき、かつ遠

距離通学や長時間通学によるデメリットを一定程度解消できる見通しが立つと

いうことを前提として、通学時間については「おおむね１時間以内」を目安とし

て、各市町村において、地域の実情や児童生徒の実態に応じて判断を行うことが

適当であると記載されています。 

 

　以上のこと等を踏まえ、宿毛市における望ましい学校規模は次のとおりとし

ます。 
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【小学校】 
小学校における適正規模は、複式学級の編成は解消したうえで、１クラス２

０人程度で１学年複数クラスになることが望ましいですが、本市の実情を考え

１学年２０人程度の単式クラスの学校規模を基本とします。 
ただし、小学校については、特に低学年において長距離通学が子どもたちへ

与える負担が大きいことから、学校再編は地理的条件を十分に考慮することと

します。 
　　 
【中学校】 
中学校における適正規模は、１学年２クラス以上の学校規模を基本とします。 
前述のとおり、中学校については１学年２クラス以上が必要とされており、

令和７年度に実施した「宿毛市立小中学校再編計画改定に関するアンケート」

においても、８割以上が１学年２クラス以上が望ましいとの回答となっていま

す。 
以上のことから、中学校については、小学校同様地理的条件は考慮するなか

で、可能な限り１学年２クラス以上となるよう検討することとします。 
 
 
（２）津波浸水が予測される学校の高台移転について 
　子どもたちの安全を守る観点から、津波浸水が予測される学校は、高台移転す

ることが望ましいです。 
　施設の高台移転により、子どもたちの安全を確保するためには、適正規模の有

無に関係なく、近隣校と統合することはやむを得ないこととします。 
 
（３）小中連携教育の推進について 
　義務教育の９年間を見通した系統的な教育活動により教育効果を高める小中

連携教育を市内全域で推進するとの考えのもとに、これまでの市内の取組を検

証しながら、今後の少子化に対応した小中連携教育を推進します。 
 
（４）遠距離通学への対応について 
学校再編に伴い通学路が変更になる場合は、通学路の危険個所を把握し、街灯

の設置や歩道の整備等、国県等の道路管理者や警察等と協議の上、通学路につい

て安全を確保できるように努めます。  
①小学校 

学校再編に伴い通学距離が４ｋｍを超える場合は、児童の登下校時におけ

る安全確保と負担軽減の観点から、スクールバスの運行や遠距離通学費補助

金等により通学を支援します。 
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②中学校 
学校再編に伴い通学距離が６ｋｍを超える場合は、生徒の登下校時におけ

る安全確保と負担軽減の観点から、スクールバスの運行や遠距離通学費補助

金等により通学を支援します。 
 
スクールバスの運行ルート等については、地域の実情、学校や保護者の要望等

を踏まえ検討します。  
なお、スクールバスの利用に個人負担は求めません。 

 
（５）学校再編にあたっての配慮事項 
再編の対象となる学校については、児童生徒の不安を緩和し、児童生徒間の円

滑な関係づくりを図るため、児童生徒の事前交流活動の計画的実施を支援しま

す。 
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５．個別計画について 

学校を市内各ゾーンに区分し、前項の基本的な考え方に従い、次のとおり個別

計画を定めます。 
 

【小学校の再編について】 
（１）南部ゾーン（小筑紫） 
　　　小筑紫小学校は、令和７年度に１学年３人から１４人となっており全校

児童が４７人、複式学級が編成されています。 
現在の推計では、令和１０年度には全学年複式学級となることが推定さ

れています。 
　　　また、小筑紫小学校の現在地は、津波浸水が予測されているため、近隣校

との統合による高台移転が望ましいものの、他校と統合すれば長距離通学

となり、特に低学年の子どもの負担を考えると、統合は地理的条件を十分に

考慮し判断する必要があります。 
当面の間、再編は行わず、避難場所・避難経路の確保、維持を行うことと

しますが、今後も児童数の減少が想定されていることから、適宜、再編の検

討を行うこととします。 
なお、小筑紫小学校は、小筑紫中学校と校舎が隣接しており、小中一貫教

育の実施にあっては、効果的な学校配置となっています。他校との統合にあ

たっては、小筑紫小学校だけではなく、小筑紫中学校も含めた統合を検討す

る必要があります。 
 
（２）西部ゾーン（咸陽、大島） 
　　　咸陽小学校は、令和７年度に１学年１６人から２８人の単式クラスで全

校児童数は、１４２人となっています。 
大島小学校は、令和７年度に１学年９人から１８人の単式クラスで、全校

児童数は７８人となっています。 
現在の推計では、咸陽小学校は児童数が減少していきますが、令和１３年

度までは単式クラスで推移していくと推定されています。大島小学校は、令

和９年度から複式学級が編成されると推定されています。 
　　　両校の現在地は、共に津波浸水が予測されているため、統合による高台移

転が望ましく、適地として決定した市役所東側の山林に高台を造成し、２校

を統合した校舎を建設することとします。 
　　　ただし、今後用地の購入、諸申請手続き、造成・建築設計や工事など建設

までには長期間を要するため、当面の間、現在の学校を維持することとしま

す。 
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（３）中央ゾーン（宿毛） 
　　　宿毛小学校は、令和７年度に１学年５２人から６５人の全学年２クラス

で、全校児童数は３４５人となっています。 
現在の推計では、令和１３年度には単式クラスとなる学年もあり全体で

８クラス、全校児童数は１９６人と推定されています。 
宿毛小学校は令和３年度に小中一体型校舎として建設されており、学校

規模としても１学年１クラス以上を維持することから、現在の学校を維持

することとします。 
ただし、西部ゾーンの小学校が校区の境に近い希望ヶ丘に建設されるこ

とから、建設に合わせて校区の変更を検討するものとします。 
 
（４）東部ゾーン（山奈、平田） 
　　　山奈小学校は、令和７年度に１学年６人から１７人となっており、全校児

童数が７５人、複式学級が編成されています。 
平田小学校は、令和７年度に１学年７人から１５人で、全校児童数が５９

人、複式学級が編成されています。 
現在の推計では、山奈小学校は児童数が減少していきますが、令和１３年

度までは単式クラスで推移していくと推定されています。平田小学校は、令

和１３年度には全体で４クラス、全校児童数３７人と推定されています。 
当面の間、再編は行なわず現在の学校を維持することとしますが、学校規

模が一定以下となった際には、２校の統合を検討し、既存の校舎を使用する

こととします。 
 

（５）沖の島（沖の島） 
　　　沖の島小学校は、令和７年度は全校児童２人で、今後も複式学級編成を解

消できる見込みはないため、複式学級編成を解消するために、他校と統合す

る必要があります。 
　　　しかしながら、離島という地理的条件から他校との統合は困難であり、児

童が在校する間は、再編は行わないこととします。 
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【中学校の再編について】 
（１）南部ゾーン（小筑紫） 

小筑紫中学校は、令和７年度に１学年７人から１３人の単式クラスで全校

生徒数は２９人となっています。 
現在の推計では、令和１２年度に学級編成上は全体で２クラスとなり、全

校生徒２２人と推定されています。その後も徐々に減少していく推計となっ

ています。 
津波浸水が予測されているため、近隣校との統合による高台移転が望まし

いですが、他校と統合すれば長距離通学となることから、統合は地理的条件

を十分に考慮し判断する必要があります。 
当面の間、再編は行わないこととしますが、地理的条件を考慮した上で学

校規模が一定以下となった際には、宿毛中学校との統合を検討することとし

ます。 
 

（２）西部ゾーン（片島） 
片島中学校は、令和７年度に１学年３２人から４８人と単式クラスもあり、

全体で５クラス、全校生徒１１８人となっています。 
現在の推計では、令和１４年度には全学年単式クラスとなり、全校生徒９

３人と推計されています。その後も全学年単式クラスが続く推計となってい

ます。 
津波浸水が予測されるため、統合による高台移転が望ましいですが、宿毛

中学校との距離が比較的近く、校区のほとんどが６ｋｍ以内となっており地

理的に大きな支障もなく、宿毛中学校は津波を想定した学校施設となってい

ます。 
当面の間、再編は行わないこととしますが、学校規模が一定以下となった

際には、宿毛中学校との統合を検討することとします。 
 
（３）中央ゾーン（宿毛） 
　　　宿毛中学校は、令和７年度に１学年４７人から６５人の全学年２クラス

で、全校生徒数は１７３人となっています。 
現在の推計では、令和１４年度までは生徒数が減少しても全学年２クラス

を維持しますが、令和１５年度には５クラス、令和１６年度には４クラス、

令和１７年度には全学年１クラスの３クラスとなる推定となっています。令

和１９年度には全校生徒数が９２人まで減少する推計となっています。 
宿毛中学校としては、現在の学校を維持することとします。将来的には市

内で宿毛中学校１校（沖の島中学校を除く）となるよう再編を検討すること

とします。 
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　（４）東部ゾーン（東） 
　　　東中学校は、令和７年度に１学年２０人から３７人の全体で 4 クラス、

全校生徒７６人となっています。 
　　　現在の推計では、令和８年度には１学年１クラスとなり、以降徐々に減少

し、令和１９年度には全校生徒４３人と推定されています。 
　　　当面の間、再編は行わないこととしますが、地理的条件を考慮した上で学

校規模が一定以下となった際には宿毛中学校との統合を検討することとし

ます。 
 
（５）沖の島（沖の島） 
　　　沖の島中学校は、令和７年度は全校生徒４人で、今後も生徒数が急激に増

加する見込みは少ないため、他校と統合する必要があります。 
　　　しかしながら、離島という地理的条件から他校との統合は困難であり、生

徒が在校する間は、再編は行わないこととします。 
 


